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【別紙1】 業務概要 
 

1 業務対象施設 

本業務の対象施設は、別表 1-1 に示すとおりである。 

 

別表 1-1 本業務の対象施設 

種別 単位 数量 

管きょ 

汚水管 m 338,781 

雨水管 m 179,766 

合流管 m 345,697 

マンホール 基 39,505 

水路 m 47,100 

旧排水管（マンホール含む） m 126,000 

雨水調整池 箇所 43 

沈砂池 箇所 3 

校庭貯留施設 箇所 12 

下水道敷及び水路敷 m2 102,259 

※上表は、令和 4 年末時点の数量である。令和 5 年度以降及び業務履行期間中の整備管路（開発事

業に伴い移管を受けた管路を含む）も対象とする。 

※「取付け管」及び「公共桝」も対象とする。 
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2 業務内容 

2.1 予防保全型維持管理業務 

2.1.1 下水道施設点検・調査業務 

 下水道施設点検業務 

本業務の数量は、別表 1-2 及び【別図 1】下水道施設点検・調査業務対象エリア図に示すと

おりである。 

 

別表 1-2 下水道施設点検業務の数量等（令和６年度から令和９年度） 

業務内容 区分 単位 
数量 

備考 
総数 内訳 

管口 

テレビカメラ 

による調査 

重要施設 基 3,050 

令和６年度 1,163 点検年次 6 

令和７年度 344 点検年次 7 

令和８年度 790 点検年次 1 

令和９年度 753 点検年次 2 

一般施設 基 15,078 

令和６年度 6,704 点検年次 6,7 

令和７年度 2,988 点検年次 8 

令和８年度 2,947 点検年次 9 

令和９年度 2,439 点検年次 10 

目視による 

マンホール 

目視調査 

重要施設 基 98 

令和６年度 25 点検年次 6 

令和７年度 0 点検年次 7 

令和８年度 51 点検年次 1 

令和９年度 22 点検年次 2 

一般施設 基 23 

令和６年度 16 点検年次 6,7 

令和７年度 2 点検年次 8 

令和８年度 2 点検年次 9 

令和９年度 3 点検年次 10 

計 基 18,249    
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 下水道施設調査業務 

本業務の数量は、別表 1-3 及び【別図 1】下水道施設点検・調査業務対象エリア図に示すと

おりである。 

 

別表 1-3 下水道施設調査業務の数量等（令和７年度から令和 10 年度） 

業務内容 区分 
単

位 

数量（区間延⾧） 
備考 

総数 内訳 

テレビカメラ

調査 

（800ｍｍ 

未満） 

重要

施設 
ｍ 36,597.10 

令和７年度 9,265.04 点検年次 6 

令和８年度 2,602.54 点検年次 7 

令和９年度 11,453.51 点検年次 1 

令和 10 年度 13,276.01 点検年次 2 

一般

施設 
ｍ 136,324.28 

令和７年度 28,034.45 点検年次 6 

令和８年度 29,560.99 点検年次 7 

令和９年度 26,835.72 点検年次 8 

令和 10 年度 51,893.12 点検年次 9,10 

潜行目視調査 

（800mm 

以上~ 

1500ｍｍ 

未満） 

重要

施設 
ｍ 19,595.75 

令和７年度 5,336.26 点検年次 6 

令和８年度 1,031.94 点検年次 7 

令和９年度 7,951.38 点検年次 1 

令和 10 年度 5,276.17 点検年次 2 

一般

施設 
ｍ 7,953.99 

令和７年度 1,552.12 点検年次 6 

令和８年度 1,722.46 点検年次 7 

令和９年度 2,194.18 点検年次 8 

令和 10 年度 2,485.23 点検年次 9,10 

潜行目視調査 

（1500ｍｍ 

以上） 

重要

施設 
ｍ 19,420.95 

令和７年度 245.42 点検年次 6 

令和８年度 60.46 点検年次 7 

令和９年度 15,146.04 点検年次 1 

令和 10 年度 3,969.03 点検年次 2 

一般

施設 
ｍ 259.54 

令和７年度 30.06 点検年次 6 

令和８年度 84.17 点検年次 7 

令和９年度 141.52 点検年次 8 

令和 10 年度 3.79 点検年次 9,10 

計 ｍ 220,151.61    

 

※本項目の数量は、下水道施設点検業務のスクリーニング結果を基に、発注者と協議して改め

て数量を決めることとする。本項の数量は、調査対象施設延⾧の約５割及び前回調査未実施

施設延⾧の数量を示している。 
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2.2 計画的維持管理業務 

2.2.1 巡視・点検・調査業務 

 旧排水管調査 

本業務の実施箇所及び数量は、別表 1-4 及び【別図 2】旧排水管調査計画図に示すとおりで

ある。 

 

別表 1-4 旧排水管調査の数量等（5 年間） 

対象区域 単位 数量 備考 

千里丘排水区※ ｍ 5,000 
 管きょ選定のための巡視作業

含む。 

※当該地区にて調査対象管きょが数量に満たない場合は、山手・山田・八丁排水区等にて調

査を実施する。 

 

 水路調査 

本業務の実施箇所及び数量は、別表 1-5 及び【別図 3】水路調査計画図に示すとおりである。 

 

別表 1-5 水路調査の数量等（5 年間） 

対象施設 単位 数量 備考 

穴田川水路ほか ｍ 3,795 水利利用時調査不可 

 

 巡回作業 

本業務の実施箇所は、別表 1-6 及び【別図 4】巡回対象箇所位置図（北地区、南地区）に示

すとおりである。 

 

別表 1-6 巡回作業の数量等（5 年間） 

対象区域 対象施設数 参考：過去実施頻度 

北地区 41 箇所 2 回/年程度 

南地区 21 箇所 2 回/年程度 

 

 陥没予防点検（取付け管点検） 

本業務の数量は、別表 1-7 に示すとおりである。 

 

別表 1-7 陥没予防点検（取付け管点検）の数量等（5 年間） 

対象施設 単位 数量 

公共桝及び取付け管 箇所 500 
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 油脂閉塞予防点検 

本業務の実施箇所は、別表 1-8 及び【別図 5】油脂閉塞予防点検箇所位置図に示すとおりで

ある。 

 

別表 1-8 油脂閉塞予防点検の点検頻度等（5 年間） 

対象施設 対象施設数 参考：過去点検頻度 

管きょ（汚水管・合流

管）、公共桝及び取付け管 
12 箇所※ 1 回/年程度 

※毎年 1～2 月頃に点検を実施すること。閉塞の前兆があれば、清掃実施または点検頻度を見

直す等、受注者にて判断し、対応すること。 

 

 雨水調整池等点検 

本業務の実施箇所は、別表 1-9 及び【別図 6】雨水調整池等点検箇所位置図に示すとおりで

ある。 

 

別表 1-9 雨水調整池点検の数量等（5 年間） 

対象施設・区域 対象施設数 参考：過去点検頻度 

オリフィス等・北地区 25 箇所 1 回/年 

オリフィス等・南地区 21 箇所 1 回/年 

 

 校庭貯留施設点検 

本業務の実施箇所は、別表 1-10 及び【別図 7】校庭貯留施設点検箇所位置図に示すとおり

である。 

 

別表 1-10 校庭貯留の数量等 

対象施設 対象施設数 参考：過去点検頻度 

オリフィス等 12 箇所 1 回/年 

 

 腐食の恐れの大きい箇所の点検 

本業務の実施箇所は、別表 1-11 及び【別図 8】腐食の恐れの大きい箇所位置図に示すとお

りである。 

 

別表 1-11 腐食の恐れの大きい箇所の点検における数量等 

対象施設 数量 備考 

下水道法に基づく腐

食の恐れの大きい箇

所 

62 基/5 年 

 対象施設数 62 基を計画的に点検する

こと。 

 ＭＰ34 箇所の下流の自然流下管の 31

スパンの上下流を点検すること。 
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 害虫予防点検 

本業務の数量は、別表 1-12 に示すとおりである。 

 

別表 1-12 害虫予防点検の数量等（5 年間） 

対象施設 単位 数量 

人孔 箇所 500 

 

 フラップゲート点検 

本業務の数量及び点検頻度は、別表 1-13 及び【別図 9】フラップゲート点検箇所位置図に

示すとおりである。 

 

別表 1-13 フラップゲートの数量等 

対象施設 点検頻度 備考 

フラップゲート 1 回/年 対象施設数 18 箇所 

 

 吐口調査 

本業務の数量は、別表 1-14 及び【別図 10】吐口調査対象河川図に示すとおりである。 

 

別表 1-14 吐口調査の数量等（5 年間） 

対象施設 単位 数量 備考 

河川 m 22,420 

高川、上の川、糸田川、正雀川、

正雀川分水路、山田川、新大正

川、三条川 

 

2.2.2 清掃業務 

 伏越管きょ清掃及び点検 

本業務の実施箇所及び構造等は、別表 1-15 及び【別図 11】伏越管きょ清掃及び点検箇所位

置図に示すとおりである。 

 

別表 1-15 伏越管きょ清掃及び点検の数量等（5 年間） 

対象施設 対象施設数 参考：過去清掃頻度 

伏越管きょ 38 箇所 

1 回/年： 29 箇所 

1 回/5 年： 4 箇所 

必要時： 5 箇所 

※清掃実施時、上下流管きょ（自然流下部）の点検を行うこと。 
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 雨水きょ清掃 

本業務の実施箇所及び構造等は、別表 1-16 及び【別図 12】雨水きょ清掃箇所位置図に示す

とおりである。 

 

別表 1-16 雨水きょ清掃の数量等（5 年間） 

対象施設 対象施設数 参考：過去清掃頻度 

雨水きょ 9 箇所 

1 回/年：1 箇所 

1 回/2 年：7 箇所 

必要時：1 箇所 

 

 水路清掃 

本業務の実施箇所及び数量は、別表 1-17 及び【別図 13】水路清掃箇所位置図に示すとおり

である。 

 

別表 1-17 水路清掃の数量等（5 年間） 

対象施設 対象施設数 参考：過去清掃頻度 

水路 25 路線 
1 回/年 

（清掃時期指定あり） 

 

 管きょ等清掃 

本業務の数量は、別表 1-18 に示すとおりである。 

 

別表 1-18 管きょ清掃の数量等（5 年間） 

対象施設 対象施設数 清掃頻度 

人孔 452 基 1 回/年 

汚水取付け管 468 基 1 回/年 
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2.3 予防保全型改築計画策定業務 

2.3.1 修繕・改築計画の策定業務 

本業務の数量は、別表 1-19 に示すとおりである。 

 

別表 1-19 修繕・改築計画の数量等（5 年間） 

対象施設 単位 数量 実施年度 作業項目 備考 

管きょ（１） 

km 

80.0※1 令和 7～10 年度 要求水準書 3.5.1(1) 1),2) 

※5 

管きょ（２） 21.0※2 令和 6 年度 
要求水準書 3.5.1(1) 3)～10) 

管きょ（３） 20.0※4 令和 7～10 年度 

マンホールふた（１） 

箇所 

16,000※1 令和 7～10 年度 
要求水準書 3.5.1(1) 1),2) 

マンホールふた（２） 8,471※3 令和 6 年度 

マンホールふた（３） 3,800※2 令和 6 年度 
要求水準書 3.5.1(1) 3),4),10) 

マンホールふた（４） 7,200※4 令和 7～10 年度 

※１ 各年度の数量内訳は、別途業務である「下水道管路施設維持管理等業務（別途契約・予防保全型維

持管理業務）」の成果により決定されることから、各年度当初において本市と業務数量を協議した

うえで定めることとする。 

※2 「下水道管路施設維持管理等業務（別途契約・予防保全型改築計画策定業務）(第１期)」の診断業

務にて緊急度 I・II（健全度１・２）と判定された施設を対象とし令和６年度に実施する。 

※3 「下水道管路施設維持管理等業務（別途契約・予防保全型維持管理業務）(第１期)」にて令和３年

度に点検したマンホールふたを対象とした診断業務を令和 6 年度に実施する。 

※4 管きょ（１）またはマンホールふた（１）（２）の診断業務にて緊急度 I・II（健全度１・２）と判

定された施設を対象とし、各年度当初において本市と業務数量を協議したうえで定めることとする。 

※5 マンホール、取付け管、公共桝は対象外 

 

2.3.2 実施設計に伴う諸調査業務 

本業務の予定数量は、別表 1-20～24 に示すとおりである。 

 

別表 1-20 管路流量調査の数量等（5 年間） 

業務内容 対象施設 単位 数量 備考 

流量等計測 汚水管・合流管 箇所 24 ※ 

※各年度の数量内訳は、各年度当初において本市と業務数量を協議したうえで定めることとする。 

 

別表 1-21 土質調査（ボーリング調査）の数量等（5 年間） 

業務内容 単位 数量 備考 

ボーリング・標準貫入試験・室内土質試験等 箇所 4 ※ 

標準貫入試験： 20m／箇所、室内土質試験：粒度試験、密度試験、含水比試験、液性・塑性限界試験 

※各年度の数量内訳は、各年度当初において本市と協議したうえで定めることとする。 



別紙－9 

 

別表 1-22 管路劣化度調査の数量等（5 年間） 

業務内容 単位 数量 備考 

中性化試験・圧縮強度試験 

（管径 800mm 以上 1,200mm 未満） 
箇所 36 ※ 

中性化試験・圧縮強度試験 

（管径 1,200mm 以上） 
箇所 18 ※ 

鉄筋腐食試験 

（管径 800mm 以上 1,200mm 未満） 
箇所 6 ※ 

鉄筋腐食試験 

（管径 1,200mm 以上） 
箇所 3 ※ 

 ※各年度の数量内訳は、各年度当初において本市と協議したうえで定めることとする。 

 

別表 1-23 測量調査の数量等（5 年間） 

業務内容 単位 数量 備考 

現地測量 km2 0.03 ※ 

※各年度の数量内訳は、各年度当初において本市と協議したうえで定めることとする。 

 

別表 1-24 埋設物調査の数量等（5 年間） 

業務内容 単位 数量 備考 

埋設物調査 箇所 20 

※ 

掘削範囲：W1.5×L1.5×H1.5m／箇所 

交通誘導員：3 人／箇所 

※各年度の数量内訳は、各年度当初において本市と協議したうえで定めることとする。当初の舗装構

成は下図の通りとし、試験掘り箇所の舗装構成に合わせ変更することとする。試験掘りにて発生し

た土砂は再資源施設にて処分し、埋戻しには改良土を用いることとする。 

 

舗装標準断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

5cm 

15cm 

現道/仮復旧（粗粒度） 

ﾌﾟﾗｲﾑｺｰﾄ 
上層路盤（RM-25） 
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2.3.3 実施設計業務 

本業務の予定数量は、別表 1-25 に示すとおりである。また、本業務の作業項目及び作業内

容等は、別表 1-26 及び別表 1-27 に示すとおりである。 

 

別表 1-25 実施設計業務の数量等（5 年間） 

業務内容 単位 数量 
耐震計算区分 

備考 
L1 及び L2 L1 のみ 

布設替え工法 

（開削・内径 1,200mm 未満） 
m 1,800 450 1,350 ※ 

部分布設替え工法 

（開削・内径 1,200mm 未満） 
m 200 － － ※ 

管更生工法 

（内径 800mm 未満） 
m 25,200 2,700 22,500 ※ 

管更生工法 

（内径 800mm 以上） 
m 1,000 1,000 0 ※ 

※計画工区数は、布設替え工法で全 5 工区、管更生工法で全 26 工区とする。 

※各年度の数量内訳は、修繕・改築計画の策定業務内で計画し、本市と協議したうえで定める

こととする。 
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別表 1-26 実施設計（布設替え工法）の内容 

 
 

  

作業内容 作業の範囲 備  考

資料収集

上位計画図書、既設管の竣工図書、土質調査・試掘調査・その他必要な資料の収

集及び確認

TVカメラ調査または潜行目視調査、本管下水量または水位調査の資料の収集及び

確認

但し、市にて提供
可能なものの収集
作業は除く。

公図調査 私道、私有地等の調査

地下埋設物調査 台帳調査
下水道、上水道、ガス、電気、電話等の形状寸法・位置・深さ等、またその他の

台帳調査

現地踏査 現場状況の調査 交通規制、支障物件等の把握

現地作業 ます調査、測距、高さの測定、横断の測定等

管きょ、マンホー
ル、ます、仮設工
法、仮排水等の計画

既設管及び既存地下埋設物プロット、既設ます取付管のプロット、仮設・補助工

法、仮排水等の設計

管きょ、管基礎、仮設・補助工法等の計算

調査 耐震設計に必要な資料の収集、特性把握
但し、市にて提供
可能なものの収集
作業は除く。

条件設定 地盤条件（基盤面、地震動レベル）、管きょ条件

耐震計算 レベル1の場合
液状化の判定、マンホールと管きょの接続部及び管きょと管きょの継手部の計算

(地震動による屈曲角、抜出し量）、マンホール本体の計算

耐震計算
レベル1及び
レベル2の場合

液状化の判定、マンホールと管きょの接続部及び管きょと管きょの継手部の計算

(地震動による屈曲角、抜出し量及び地盤の永久ひずみによる抜出し量）、管きょ

本体の計算、マンホール本体の計算、側方流動の検討、液状化層厚と沈下量（沈

下に伴う屈曲角、抜出し量等）、地盤急変化部等の特殊条件における計算

照査 耐震設計に対する照査

系統図、位置図、平面図、縦断面図、横断面図、構造図、仮設図等の作成

既設管撤去、新管布設、土工、マンホール、ます、仮設・補助工法、仮排水等の

数量計算

設計計画の妥当性、各種計算書の適切性、各種設計図の適切性、各種計算書と設

計図の整合性

まとめ，概要書（設計の目的・概要・位置，設計項目，設計条件，土質条件，埋

設物状況，施工方法、工程表等）作成

発注者との設計協議 設計内容の協議
各回半日協議とす
る。

報告書作成

設計協議

設計計画

各種計算

設計図作成

数量計算

照査

調

査

耐

震

設

計

(

レ

ベ

ル

1
、

2

)

作業項目
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別表 1-27 実施設計（更生工法）の内容 

 
 

  

作業内容 作業の範囲 備  考

資料収集

上位計画図書、下水道台帳、既設管の竣工図書、土質調査、構造計算書、その他

必要な資料の収集及び確認

TVカメラ調査または潜行目視調査、劣化度調査図書、本管下水量または水位調査

の資料の収集及び確認

但し、市にて提供
可能なものの収集
作業は除く。

管路内調査
TVカメラ調査または潜行目視調査、劣化度調査図書に基づき管きょの劣化状況や

堆積物、支障物件等の有無等を管路施設内にて把握

測量調査 測距、地盤高、管底高、管きょ断面、人孔の形状の測定等

台帳調査
下水道、上水道、ガス、電気、電話等の形状寸法・位置・深さ等、またその他の

台帳調査

現場環境調査 道路状況、周辺状況の把握

既設管の健全度評価、流下能力の評価、構造性能の評価、設計方針、更生工法・

仮排水・仮設の選定等

但し、健全度評価は除く。

開削工法との経済比較、既

設管及び既存地下埋設物プ

ロット含む。

更生管等の計算（管強度・構造・流量等）

調査 耐震設計に必要な資料の収集、特性把握
但し、市にて提供
可能なものの収集
作業は除く。

条件設定 地盤条件（基盤面、地震動レベル）、管きょ条件

耐震計算 レベル1の場合
液状化の判定、マンホールと管きょの接続部の計算(地震動による屈曲角、抜出し

量）

耐震計算
レベル1及び

レベル2の場合

液状化の判定、マンホールと管きょの接続部及び管きょと管きょの継手部の計算

(地震動による屈曲角、抜出し量）、管きょ本体の計算（管軸方向の強度）

照査 耐震設計に対する照査

位置図、平面図、縦断面図、構造図、仮設図等の作成

管更生、事前事後処理等の数量計算

設計計画の妥当性、各種計算書の適切性、各種設計図の適切性、各種計算書と設

計図の整合性

まとめ，概要書（設計の目的・概要・位置，設計項目，設計条件，土質条件，埋

設物状況，施工方法、工程表等）作成

発注者との

設計協議
設計内容の協議

各回半日協議とす
る。

作業項目

調

査

設計図作成

数量計算

報告書作成

設計協議

既設管調査

照査

設計計画

耐

震

設

計

(

レ

ベ

ル

1
、

2

)

各種計算
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2.4 日常的維持管理業務 

2.4.1 住民対応等業務 

 住民等要望件数の実績 

要求水準書 3.6.1 住民対応等業務（1）業務内容の内、①に示す業務において、住民等要望

件数の実績は、別表 1-28 に示すとおりである。 

 

別表 1-28 住民等要望回数の実績 

区分 単位 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 

平日昼間 回 486 468 534 457 317 

休日・夜間 回 41 35 12 61 86 

 

 住民等要望の対応実績 

要求水準書 3.6.1 住民対応等業務（1）業務内容の内、③に示す業務において、住民等要望

に対する主な業務の対応実績は、別表 1-29 に示すとおりである。 

 

別表 1-29 住民等要望に対する主な業務の対応実績 

業務内容 単位 Ｈ30 Ｒ元 R2 R3 R4 

管きょ清掃（汚水・合

流） 
ｍ 2,877 3,393 4,057 4,546 3,723 

管きょ清掃（雨水） ｍ 80 193 993 715 458 

桝清掃 箇所 133 953 151 201 130 

本管テレビカメラ調査 ｍ 368 479 745 717 786 

取付け管テレビカメラ

調査 
箇所 8 6 4 33 32 

簡易テレビカメラ調査 ｍ 62 0 13 0 0 

遊水池等清掃 ㎡ 990 1101 443 220 0 

緊急現場対応 回 93 85 78 83 74 

水路清掃 ㎥ 49 9 116 0 5 

水路敷洗い等清掃 ｍ 5,063 5,488 4,770 597 1,145 

土砂積込処分 ㎥ 48 52 38 21 40 

側溝等清掃 ｍ 104 155 81 168 38 

安全管理員 人 103 163 148 78 66 
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2.5 災害対応業務 

2.5.1 事前水防活動業務 

 水防事前パトロールの実績 

水防事前パトロール回数の実績は、別表 1-30 に示すとおりである。また、パトロール対象

箇所は、【別図 14】水防事前パトロール及び重要点検箇所図のとおりであり、1 回あたり全箇

所のパトロールを実施すること。 

 

別表 1-30 水防事前パトロールの実施実績 

年度 単位 出動回数 

Ｈ30 回 10 

Ｒ元 回 7 

Ｒ2 回 11 

Ｒ3 回 2 

Ｒ4 回 8 

 

 重要点検の実績 

重要点検箇所パトロール回数の実績は、別表 1-31 に示すとおりである。また、点検対象箇

所は、【別図 14】水防事前パトロール及び重要点検箇所図のとおりであり、1 回あたり全箇所

の点検を実施すること。 

 

別表 1-31 水防事前パトロールの実施実績 

年度 単位 出動回数 

Ｈ30 回 2 

Ｒ元 回 0 

Ｒ2 回 0 

Ｒ3 回 2 

Ｒ4 回 8 
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 土のう配布・回収の実績 

土のう配布・回収に係わる作業時間の実績は、別表 1-32 に示すとおりである。 

 

別表 1-32 土のう配布・回収に係わる作業時間の実績 

年度 単位 
作業時間 

平日昼間 休日・夜間 

Ｈ30 時間 267 38 

Ｒ元 時間 95 84 

Ｒ2 時間 74 9 

Ｒ3 時間 93 10 

Ｒ4 時間 47 8 

※大雨警報（浸水害）、洪水警報及び高潮警報の発令に関わる待機時間を含む。 

 

 土のう作製の実績 

土のう作製数量の実績は、別表 1-33 に示すとおりである。 

 

別表 1-33 土のう作製の実績 

年度 
土のう作製数量 

計 
新設 再利用 

Ｈ30 1,870 2,170 4,040 

Ｒ元 510 2,170 2,680 

Ｒ2 1,000 1,019 2,019 

Ｒ3 388 1,248 1,636 

Ｒ4 207 494 701 
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【別紙2】 遵守法令等 
 

1) 健康保険法 及び同法関連法規 

2) 労働基準法 及び同法関連法規 

3) 労働者災害補償保険法 及び同法関連法規 

4) 消防法 及び同法関連法規 

5) 建設業法 及び同法関連法規 

6) 建築基準法 及び同法関連法規 

7) 港湾法 及び同法関連法規 

8) 毒物及び劇物取締法 及び同法関連法規 

9) 道路法 及び同法関連法規 

10) 下水道法 及び同法関連法規 

11) 中小企業退職金共済法 及び同法関連法規 

12) 道路交通法 及び同法関連法規 

13) 河川法 及び同法関連法規 

14) 電気事業法 及び同法関連法規 

15) 騒音規制法 及び同法関連法規 

16) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 及び同法関連法規 

17) 水質汚濁防止法 及び同法関連法規 

18) 酸素欠乏症等防止規則 及び同法関連法規 

19) 労働安全衛生法 及び同法関連法規 

20) 雇用保険法 及び同法関連法規 

21) 緊急失業対策法 及び同法関連法規 

22) 公害対策基本法 及び同法関連法規 

23) 振動規制法 及び同法関連法規 

24) 環境基本法 及び同法関連法規 

25) 吹田市環境基本条例 及び同法関連法規 

26) 個人情報の保護に関する法律 

27) 吹田市個人情報の保護に関する法律施行条例 

28) 吹田市公共下水道条例 

29) その他本業務に関わる法令等 
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【別紙3】 業務着手時の提出書類等 
 

別表 3-1 業務着手時の提出書類 

提出書類名 提出部数 提出時期・記載事項等 

着手届 1  契約締結後速やかに提出すること。 

誓約書 1 

 共同企業体に関する誓約書を添付すること。様

式は、次頁に示すとおりである。 

 誓約書第 2 項については、企画技術提案書の内

容を踏まえて、その内容を調整するものとする。 

身分証明書発行申請書 1 

 契約締結後速やかに提出すること。 

 業務に従事する者の氏名及び生年月日を記載す

ること。 

配置技術者届 1 

 契約締結後速やかに提出すること。 

 内訳：統括責任者、副統括責任者、主任技術者、

管理技術者、照査技術者 

 また変更する場合も速やかに提出すること。 

酸素欠乏症危険作業主任者届 1  契約締結後速やかに提出すること。 

全体業務計画書 1 

 契約締結日から業務履行開始日の 14 日前まで

に提出し、発注者の承諾を得ること。 

 記載内容は、要求水準書 3.2.2 に従うこと。 

再委託届 

※該当する場合 
1 

 業務の一部を再委託する場合に提出すること。 

 次の事項を記載すること。 

① 再委託先の名称 

② 再委託の種類、期間、範囲、再委託が必要な

理由等 

③ 再委託先に対する指導方法等 

④ その他発注者が指示する事項 

事務所使用申請書 

※該当する場合 
1  契約締結後速やかに提出すること。 
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令和●年●月●日 
 

吹田市⾧ 後藤圭二 様 

 
誓 約 書 

 
 下水道管路施設維持管理等業務（以下「本業務」という。）に関し、【共同企業体】の構
成員である●●、●●、●●及び●●（以下総称して「当社ら」という。）は、吹田市（以
下「貴市」という。）と【共同企業体】との間で令和●年●月●日付で締結された下水道
管路施設維持管理等業務に関する基本契約書（以下「基本契約」という。）に関して、本
書の日付をもって、貴市に対して下記の各項の事項を連帯して誓約し、かつ、表明及び保
証いたします。なお、別段の定めが無い限り、本誓約書において用いられる用語の定義は、
基本契約に定めるとおりとします。 
 

記 
 
１ 【共同企業体】が、令和●年●月●日に、【株式会社】として適法に設立され、かつ、

本書の日付現在有効に存続していること。 
 
 
２ 【共同企業体】の資本金は●円であること。【共同企業体】の発行済株式総数は●株

であり、その全てを当社らが保有しており、●株は代表企業である●が、●株は●●が、
●株は●●が、●株は●●が、それぞれ保有していること。 

 
 
３ 【共同企業体】の出資割合は、別添の「下水道管路施設維持管理等業務 共同企業体

協定書」（以下「共同企業体協定書」という。）第８条に記載のとおりとし、貴市による
承諾その他共同企業体協定書に定める要件を充足しない限り、いかなる場合も変更しな
いこと。また、当社らの一部の者に対して当社らが保有する【共同企業体】の株式の全部
又は一部を譲渡等する場合においても、貴市の事前の書面による承諾を受けて行うこと。 

 
 
４ 当社らは、貴市の事前の書面による承諾を得てその所有に係る【共同企業体】の株式

に関する権利義務を譲渡しようとする場合には、当該譲受人に本誓約書と同様の内容の
誓約書を事前に貴市に提出させること。 
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５ 当社らは、【共同企業体】が基本契約に従って本事業を遂行していない場合、基本契
約に規定される解除原因が発生している場合等、本事業の遂行状況に問題が発生してい
る場合、貴市の要求に従って、貴市と【共同企業体】との協議に参加し、【共同企業体】
に関する情報を貴市に提供すること。 

 
 
６ 前各号のほか、当社らは、共同企業体協定書の規定を遵守すること。 
 
 

以 上  
 
 

構成員 ● 
 

構成員 ● 
 

構成員 ● 
 
 
（別添「下水道管路施設維持管理等業務 共同企業体協定書」）  
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【別紙4】 業務実施期間中の提出書類等 
 

別表 4-1 業務実施期間中の提出書類 

提出書類名 提出部数 提出時期・記載事項等 

年間業務計画書 2 

 全体業務計画書提出日から業務履行開始日まで

に初年度内の業務計画について、別途協議のう

え提出し、本市の承諾を得ること。 

 2 年度目以降については、前年度の 3 月 25 日ま

でに提出し、本市の承諾を得ること。 

月間業務計画書 2 
 各月 25 日までに、翌月の業務計画について提出

し、本市の承諾を得ること。 

年間業務報告書 

（初年度から 4 年度目まで） 
2 

 初年度から 4 年度目までは、翌年度の 4 月 10 日

までに提出し、本市の承諾を得ること。 

 業務毎に、実施した業務内容、進捗状況等につ

いて記載すること。 

月間業務報告書 2 

 翌月 10 日までに提出し、本市の承諾を得るこ

と。 

 業務毎に、実施した業務内容、進捗状況等につ

いて記載すること。 

下水道施設調査業務計画書 2 

 下水道施設点検業務の点検結果を基に調査計画

を策定して提出し、本市の承諾を得ること。 

 各年度の調査場所、数量、調査工程を記載する

こと。 

打合せ議事録 2 

 打合せの都度、提出すること。 

 2 部提出し、受発注者確認・押印のうえ、1 部ず

つ保管する。 

作業週報 2 
 その週の作業開始前に提出すること。記載内容

は、要求水準書 1.20 に従うこと。 

資料・物品貸与（支給） 

申請書 
1 

 資料及び物品の貸与（支給）を受けるとき当た

って提出すること。 

緊急連絡表 1 
 夏期休暇、年末年始休暇及び大型連休を迎える

に当たって提出すること。 

各種届出書の写し 1 
 法令に基づき、官公署へ届け出た文書の写しを

提出すること。 

※上記の表に記載がないものは、要求水準書による 
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【別紙5】 業務完了時の提出図書 
 

1 共通 

別表 5-1 業務完了時の提出書類（共通） 

提出図書名 提出部数 提出時期・記載事項等 

完了届 1  3 月末日までに提出すること。 

年間業務報告書 

（最終年度分） 
1 

 3 月末日までに提出し、本市の承諾を得ること。 

支払い請求書及び明細書 1  引き渡し完了後に提出すること。 

 

 

2 予防保全型維持管理業務 

別表 5-2 業務完了時の提出書類（予防保全型維持管理業務） 

提出図書名 提出部数 提出時期・記載事項等 

下水道施設点検業務報告書 2  業務完了後、速やかに提出し、本市の承諾を得

ること。 

 作成に当たっては、別紙 10「点検・調査業務

報告書作成要領 及び 調査管きょ選定基準」を

参照のこと。 

（ただし、点検記録表 

及び点検記録写真） 
（1） 

下水道施設調査業務報告書 2  業務完了後、速やかに提出し、本市の承諾を得

ること。 

 作成に当たっては、別紙 10「点検・調査業務

報告書作成要領 及び 調査管きょ選定基準」を

参照のこと。 

（ただし、点検記録表 

及び調査記録写真） 
（1） 

上記図書の電子成果品 1 式 
 業務完了後、速やかに提出し、本市の承諾を得

ること。 
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3 予防保全型改築計画策定業務 

別表 5-3 業務完了時の提出書類（予防保全型維持管理業務） 

提出図書名 提出部数 提出時期・記載事項等 

修繕・改築計画報告書 2 
 業務完了後、速やかに提出し、本市の承諾を得

ること。 

諸調査報告書 1 式 

 業務完了後、速やかに提出し、本市の承諾を得

ること。 

 作業記録写真を含めること。 

実施設計報告書 2 
 業務完了後、速やかに提出し、本市の承諾を得

ること。 

上記図書の電子成果品 1 式 
 業務完了後、速やかに提出し、本市の承諾を得

ること。 
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【別紙6】 業務実施体制 
1 業務全般 

受注者は、業務履行期間内において、次の条件を満足できる体制をとらなければならない。 

① 全業務履行期間内 

受注者は、常に発注者からの指示を受けることができる体制をとること。 

② 開庁時間内（平日 9：00～17：30） 

受注者は、事務所において 2 本の外線電話及び窓口の対応と、住民対応及び事故対応等につ

いて、速やかに現場対応できる体制（1 班あたり複数の従事者で構成）を整えるものとする。 

③ 開庁時間外（休日・平日 9：00～17：30 外） 

受注者は、発注者及び本市、その他住民等からの苦情等の受付が可能となる通信体制を整え、

現場対応できる体制（1 班あたり複数の従事者で構成）を整えるものとする。 

④ 大型連休期間 

受注者は、夏期休暇、年末年始休暇及び大型連休においても開庁時間外と同様の体制を整え

るものとする。また、緊急時の連絡責任者を定め、緊急連絡表により、発注者に事前に報告し

なければならない。 

 

 

2 配置技術者 

受注者は、契約締結後、速やかに次に掲げる技術者を配置すること。それらの技術者は、受注者の構

成企業と直接雇用関係を有しているものであること 

 

2.1 予防保全型維持管理業務 

2.1.1 主任技術者 

予防保全型維持管理業務を行う者は、本業務に係る主任技術者として、次のいずれかの資格

を有する者を配置しなければならない。主任技術者は本業務に従事する者の技術上の指導監

督を担うものとする。また、主任技術者は、参加資格確認書類の提出があった日において 3 か

月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを必要とする。 

 （公社）日本下水道管路管理業協会が認定する下水道管路管理総合技士 

 （公社）日本下水道管路管理業協会が認定する下水道管路管理主任技士 

 

2.2 予防保全型改築計画策定業務 

2.2.1 管理技術者 

予防保全型改築計画策定業務を行う者は、修繕・改築計画の策定に係る管理技術者、実施設

計に係る管理技術者として、次のいずれかの資格を有する者を配置しなければならない。な

お、それぞれの管理技術者を兼務することは可能とするが、照査技術者と兼務することは出来

ない。また、当該業務に配置する技術者は、参加資格確認書類の提出があった日において 3 か

月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを必要とする。 

 技術士法による二次試験のうち技術部門を「上下水道部門（旧水道部門を含む。）」（選

択科目を「下水道」とするものに限る。）に合格し、同法による登録を受けている者（以

下、「技術士（上下水道部門：下水道）」）。 
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 技術士法による二次試験のうち技術部門を「総合技術監理部門」（選択科目を「下水道」

とするものに限る。）に合格し、同法による登録を受けている者（以下、「技術士（総合

技術監理部門：下水道）」）。 

 （一社）建設コンサルタンツ協会が認定するＲＣＣＭ（登録部門を「下水道」とするも

のに限る。）の資格を有し、「登録証書」の交付を受けている者（以下、「RCCM（下水

道）」）。 

 

2.2.2 照査技術者 

予防保全型改築計画策定業務を行う者は、修繕・改築計画の策定に係る照査技術者、実施設

計に係る照査技術者として、次のいずれかの資格を有する者を配置しなければならない。な

お、それぞれの照査技術者を兼務することは可能とするが、管理技術者と兼務することは出来

ない。また、当該業務に配置する技術者は、参加資格確認書類の提出があった日において 3 か

月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にあることを必要とする。 

 技術士（上下水道部門：下水道） 

 技術士（総合技術監理部門：下水道） 

 RCCM（下水道） 

 

2.3 統括管理業務 

2.3.1 統括責任者 

本業務の全てを一元的に統括管理する統括責任者として、下水道管路施設の維持管理業務

及び改築計画策定業務に関する高度な技術及び相当の経験を有するものとし、前記 2.1.1 及び

2.2.1 の資格要件のどちらかを 1 つ以上満たす者を専任で配置しなければならない。 

配置予定の統括責任者は、原則として変更できない。但し、退職等のやむを得ない理由によ

り変更する場合には、同等以上の技術者であるとの本市の承諾を得ること。 

なお、管理技術者あるいは主任技術者のいずれかと兼務することは可能とする。 

 

2.3.2 副統括責任者 

副統括責任者として、前記 2.1.1 及び 2.2.1 の資格要件の内、統括責任者が満たしていない

資格要件を 1 つ以上満たす者を配置しなければならない（例えば、統括責任者が前記 2.1.1 の

資格要件を満たす場合は、副統括責任者は前記 2.2.1 の資格要件を満たさなければならない）。

また、その資格要件に合わせて、下水道管路施設の維持管理業務又は改築計画策定業務に関す

る技術及び相当の経験を有するものとする。なお、管理技術者あるいは主任技術者のいずれか

と兼務することは可能とする。 

 

2.3.3 各業務の担当技術者 

受注者は、自身（複数の企業により構成される共同企業体等においては、構成員）に在籍してい

る者から、要求水準書「1.11 業務範囲」に規定する本業務の分類毎に、担当技術者を選任して配

置することができる。担当技術者を選任して配置する場合は、本市に対して書面により届け出な

ければならない。ただし、担当技術者を配置した場合であっても、統括責任者の職務内容は変わら

ず、本業務の一元的な統括管理を行うこと。 



別紙－25 

2.3.4 担当技術者の職務 

① 担当技術者は、統括責任者を補佐し、業務従事者の指揮、監督を行うこと。 

② 発注者の行う指示、連絡事項の受領（専ら自身が担当する業務のみ） 

③ 発注者が要請する会議等に対する出席（専ら自身が担当する業務のみ） 

④ 本業務に関わる届出や要請のあった書類の提出（専ら自身が担当する業務のみ） 

⑤ 統括責任者に代わり処理した前各号の内容を統括責任者へ報告すること 

 

2.3.5 担当技術者の選任要件 

① 「予防保全型維持管理業務」及び「計画的維持管理業務」、「日常的維持管理業務」におけ

る担当技術者は、下水道及び下水道管路施設の維持管理に関しての専門的知識及び経験

を有し、かつ、技術上の指導監督を担うことのできる能力を要すること。 

② 「日常的維持管理業務」は業務の性質上、住民等と接する機会が多いため、その担当技術

者は、要求水準書「1.10 誠実な行為等の順守」を遵守することはもちろんのこと、業務

従事者を指導できる高い接遇能力を有する者を配置すること。 

③ 「予防保全型改築計画策定業務」の担当技術者は、下水道及び下水道管路施設の計画・設

計に関して専門的知識及び経験を有し、かつ、技術上の指導監督を担うことのできる能力

を有すること。 

 

2.4 業務従事者 

受注者は、本業務開始予定日までに、各業務に配置する業務従事者について、一覧表を作成し、

かつ、備え置くとともに、発注者が求めた場合には、速やかに当該一覧表を本市に提出しなければ

ならない。業務従事者の変更がある場合は、都度、一覧表を修正しなければならない。 

また、本市は、業務の履行上、著しく不適合と明らかに認められる業務従事者がいる場合には、

その理由を明示し必要な措置を求めることができる。その場合、受注者は、速やかに業務の支障の

無いよう必要な措置をとらなければならない。 

 

2.4.1 業務従事者の選任要件 

① 「予防保全型維持管理業務」及び「計画的維持管理業務」、「日常的維持管理業務」の業務  

従事者は、下水道管路施設に関しての基礎的な知識と専門的な経験を有し、指示された作

業に応じた適切な機械器具の操作・使用ができ、担当技術者を補佐できる者でなければな

らない。 

② 「日常的維持管理業務」の業務従事者の配置は点検、調査及び清掃等を履行するため、概

ね市内の履行場所へ開庁時間内においては原則 30 分以内で到着でき、開庁時間外におい

ては概ね 1 時間で到着できるようにしなければならない。また、業務の性質上、住民等

と接する機会が多いため、要求水準書「1.10 誠実な行為等の順守」を遵守することはも

ちろんのこと、接遇能力を有する者を配置すること。 

 

2.5 管路内作業を行う場合の作業主任者 

受注者は、人孔や管路などに出入りし、又はこれらの内部で作業を行う場合は、酸素欠乏危険作

業主任者を定め、現場に常駐させて、所定の業務に従事させること。  
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【別紙7】 準備機材 
 

別表 7-1 準備機材一覧表 

機材名 用途 
業務事務所

への常備 

高圧洗浄車・強力吸引車  TV カメラ調査に際しての管路内洗浄等に使用 不要 

本管用 TV カメラ 

（自走式 TV カメラ搭載車） 

 本管の TV カメラ調査に使用 
不要 

作業車両  日常的維持管理業務における現場作業等に使用 必要 

配管内検査カメラ、管口用ミ

ラー、高圧洗浄機、清掃機器

一式 

 日常的維持管理業務における現場作業等に使用 

必要 

酸素濃度等測定器  管路、人孔内等の作業に際して使用 必要 

発電機・送風機  管路、人孔内等の作業に際して使用 必要 

昇降器具  管路、人孔内等の作業に際して使用 必要 

 

※上記機材の使用に必要な燃料、消耗品等の他、業務事務所等の運営に必要となる備品等を含む。なお、

他の機材については、本市と協議のうえ、承諾を得て配備できる。 

※本市と協議したうえで、隣接市における同様の業務において使用する機材を充てることも可能とする。 

※常備が必要なものに関しては、必要な場合には迅速に対応できる配備とする。 
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【別紙8】 貸与資料・貸与品等 
 

別表 8-1 貸与資料・貸与品一覧表 

貸与資料・貸与品名 備考 

下水道台帳のデータ 

（汚水・雨水・旧排水管） 

 データ形式は、SHAPE、CSV のいずれかと

する。 

 吹田市下水道台帳システム（ALANDIS NEO

アジア航測（株））のシステムについては、貸

与しない。 

下水道施設点検業務 報告書 

 吹田市ストックマネジメント計画に基づい

た点検業務の報告書 

 平成 30 年度から令和 3 年度に実施した業務

成果 

下水道施設調査業務 報告書 

 吹田市ストックマネジメント計画に基づい

た調査業務の報告書 

 令和元年度から令和５年度に実施した業務

成果 

予防保全改築計画策定業務 

（第１期） 報告書 

 予防保全改築計画策定業務（第１期）にて実

施した、修繕・改築計画策定業務、実施設計

業務、実施設計に伴う諸調査業務成果 

 

別表 8-2 支給資料・支給品一覧表 

支給資料・支給品名 備考 

応急修繕用資材 

 常温アスファルト混合物 

 アスファルト舗装用シール材 

 防臭弁 

 害虫駆除剤 

 

 

  



別紙－28 

【別紙9】 参考図書 
下記に掲げる図書の最新版に準拠して行うものとする。これらの図書以外に準拠する場合は、あらか

じめ発注者の承諾を得なければならない。 

 

1) 吹田市下水道標準構造図 

2) 吹田市下水道ストックマネジメント実施方針 

3) 吹田市下水道ストックマネジメント計画 

4) 下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドライン（国土交通省） 

5) 下水道管路施設ストックマネジメントの手引き（公益社団法人日本下水道協会） 

6) 維持管理情報等を起点としたマネジメントサイクル確立に向けたガイドライン（管路施設編） 

（国土交通省） 

7) ストックマネジメント手法を踏まえた下水道⾧寿命化計画策定に関する手引き(案)（国土交通

省） 

8) 下水道施設改築・修繕マニュアル(案)（社団法人日本下水道協会） 

9) 下水道施設維持管理積算要領－管路施設編－（公益社団法人日本下水道協会） 

10) 下水道施設維持管理積算要領－処理場・ポンプ場施設編－（公益社団法人日本下水道協会） 

11) 下水道施設計画・設計指針と解説（公益社団法人日本下水道協会） 

12) 下水道維持管理指針（公益社団法人日本下水道協会） 

13) 下水道施設の耐震対策指針と解説（公益社団法人日本下水道協会） 

14) 下水道の地震対策マニュアル（公益社団法人日本下水道協会） 

15) 管きょ更生工法における設計・施工管理ガイドライン(案)（公益社団法人日本下水道協会） 

16) 管更生の手引き(案)（社団法人日本下水道協会） 

17) 下水道管きょ改築等の工法選定の手引き(案)（社団法人日本下水道協会） 

18) 下水道管路施設腐食対策の手引き(案)（社団法人日本下水道協会） 

19) 下水道用マンホール蓋の維持管理マニュアル（案）（公益社団法人日本下水道協会） 

20) 下水道管路施設テレビカメラ調査マニュアル(案)（社団法人日本下水道協会） 

21) 水理公式集（公益社団法人土木学会） 

22) コンクリート標準示方書（公益社団法人土木学会） 

23) 日本工業規格（JIS） 

24) 日本下水道協会規格（JSWAS） 

25) 道路橋示方書・同解説（公益社団法人日本道路協会） 

26) 土木工学ハンドブック（社団法人土木学会） 

27) 地盤工学ハンドブック（社団法人地盤工学会） 

28) 都市局所管補助事業実務必携（公益財団法人都市計画協会） 

29) 下水道事業の手引（国土交通省） 

30) 水門鉄管技術基準（一般社団法人電力土木技術協会） 

31) 港湾の施設の技術上の基準・同解説（公益社団法人日本港湾協会） 

32) 道路構造令，同解説と運用（国土交通省，公益社団法人日本道路協会） 

33) 下水道管路維持管理計画の策定に関する指針（JIS A 7501：2013） 

34) 下水道管路施設の緊急点検実施マニュアル(案)（社団法人日本下水道協会） 

35) 下水道管路管理マニュアル（公益社団法人日本下水道管路管理業協会） 
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36) 下水道管路管理積算資料（公益社団法人日本下水道管路管理業協会） 

37) 下水道管路改築・修繕事業技術資料（財団法人下水道新技術推進機構） 

38) 管きょ更生工法の品質管理技術資料（財団法人下水道新技術推進機構） 

39) 管きょ更生工法(二層構造管)技術資料（財団法人下水道新技術推進機構） 

40) マンホールの改築及び修繕に関する設計・施工の手引き(案)（公益社団法人日本下水道管路管理

業協会） 

41) 管きょの修繕に関する設計・施工の手引き(案)（公益社団法人日本下水道管路管理業協会） 

42) 取付け管の更生工法に関する設計・施工の手引き(案)（公益社団法人日本下水道管路管理業協会） 

43) 下水道管路施設改築・修繕に関するコンサルティング・マニュアル(案)（一般社団法人管路診断

コンサルタント協会） 

44) 下水道管きょ改築・修繕にかかる調査・診断・設計実務必携（一般社団法人管路診断コンサルタ

ント協会編集（経済調査会）） 

45) マンホール蓋等の取替に関する設計の手引き(案)（公益社団法人日本下水道管路管理業協会） 

46) 事例ベースモデリング技術を用いた雨天時浸入水発生領域の絞り込みに関する技術マニュアル

（財団法人下水道新技術推進機構） 

47) 流出解析モデル利活用マニュアル（公益財団法人日本下水道新技術推進機構） 

48) 下水道事業における費用効果分析マニュアル（国土交通省） 

49) 効率的な汚水処理施設整備のための都道府県構想策定マニュアル(案)（社団法人日本下水道協

会） 

50) 分流式下水道における雨天時浸入水対策計画の検討マニュアル（財団法人下水道新技術推進機

構） 

51) 合流式下水道改善対策指針と解説（社団法人日本下水道協会） 

52) 下水道コンクリート構造物の腐食抑制技術及び防食技術マニュアル（一般財団法人下水道事業

支援センター） 

53) その他本業務に必要な図書等 
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【別紙10】 点検・調査業務報告書記載要領 及び 調査管きょ選定基準 
 

1 点検・調査業務報告書記載要領 
 

1.1 一般事項 

① 報告書は、本要領に従い作成すること。 

② 様式は、Ａ4 版横書きとし、図面は、縮尺、寸法を明記し製本すること。 

③ 表紙及び背表紙には、調査年度、調査番号、調査件名、調査期間、発注者名、受注者名等を記

入すること。 

 

1.2 記載事項 

報告書は、次の事項について、内容を明記すること。なお、書式は「下水道施設維持管理積算要

領―管路施設編―」、「下水道管路施設の緊急点検実施マニュアル（案）」、「下水道管きょ改築等の

工法選定手引き（案）」及び「マンホールの改築及び修繕に関する設計・施工の手引き（案）」によ

るものとし、監督員の承諾を得ること。 
 

1.2.1 管口テレビカメラ調査 

① 調査目的 

② 調査概要 

③ 位置図 

④ 調査箇所図（公共下水道台帳等） 

⑤ 点検記録表（指定書式） 

⑥ 調査記録写真 

 

1.2.2 目視によるマンホール調査 

管口テレビカメラ調査に準ずる。 
 

1.2.3 テレビカメラ調査 

① 調査目的 

② 調査概要 

③ 位置図 

④ 調査箇所図（公共下水道台帳等） 

⑤ 調査集計表 

⑥ 詳細調査集計表（別紙「詳細調査集計表」参照） 

⑦ 調査記録表 

⑧ 考察 

⑨ 調査記録写真 
 

1.2.4 潜行目視調査 

テレビカメラ調査に準ずる。 
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1.2.5 取付け管調査 

テレビカメラ調査に準ずる。 

 

 

2 調査管きょ選定基準 

 

2.1 調査管きょ選定基準 

受注者は、点検により発見された異常のある管きょ及び調査未実施の管渠について次の①から

⑦の手順により調査管きょを選定し、調査計画書を作成すること。 

① 吹田市ストックマネジメント計画に基づいた点検及び調査において前回調査未実施の場合

は調査対象とする。 

② 点検報告書にて、クラック、ズレ、たるみ等の老朽化が原因と想定される異常が一つでもあ

れば、ランクに関わらず、調査対象にする。 

③ 木根、土砂堆積、油脂付着、モルタル付着、パッキン外れ、取付け管突き出しのみの異常は

老朽化が原因ではなく、日常維持管理（清掃等）により解消できる異常と想定されるため調

査対象としない。また、必要に応じて別途清掃対応とすること。 

  ※上記異常と老朽化が原因の異常がある場合は調査対象とする。 

④ 開閉不可、不明人孔については、工事等により開閉可能な状態にする。現場条件等により施

工が難しい場合のみ次年度の調査とする。 

⑤ 既に更生工法で改築した管きょについては、調査対象外とする。点検については、木根侵入

が多数発生しているため引き続き実施する。 

⑥ 流水阻害等、緊急性のある清掃については随時清掃を実施する。 

⑦ 点検・調査において、発注図面（下水道台帳）と現地に差異がある場合は発注者に報告する

こと。 
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【別紙11】 樹木管理・草刈等業務作業手順書 
 

1 適用の範囲 

本業務作業手順書は、受注者が管理する下水道敷、水路敷等の定期的な樹木管理・草刈等業務及び

住民等要望による前述作業に適用する。なお、手順書等に疑義が生じた場合は、発注者及び受注者と

の協議により決定する。 

 

2 委託業務の内容 

① 受注者は、下水道敷、水路敷等の機能を確保し、円滑な管理を行うため、剪定、支障枝撤去、除

草を行うものとする。 

② 業務対象は定期除草箇所（別表 11-1、別表 11-2 及び【別図 15】定期除草箇所位置図）と住民等

要望による箇所（別表 11-3）とする。 

③ 受注者は契約後、速やかに業務計画書を作成し、発注者と作業時期の協議を行うこと。 

④ 本業務により発生する廃棄物の処理は吹田市資源エネルギーセンターに搬入すること。 

 搬入時間 

  9：30 ～ 11：30 

 13：00 ～ 15：30 

 ゴミの分別 

 燃えるゴミと燃えないゴミに分けて処分すること。 

 搬入確認証 

 発注者は、受注者に当日に処分する台数のみに交付するものとし、受注者の都合により処分で

きなかった場合は必ず返却すること。 

 搬入許可条件 

 幹、枝等は直径 7cm 以下及び⾧さ 50cm 以下にすることはもちろん、運搬時にゴミが散乱し

ないようシート等を掛けること。 

⑤ 作業終了後は、速やかに刈草及び剪定枝、使用機材等を搬出し、作業ごみが残らないように清掃

につとめること。 

 

3 作業完了時期 

作業完了時期について、発注者より提供を受けた過去の対応履歴を基に、計画的に除草、剪定等を

行うこと。 

 

4 その他 

受注者は、別表 11-1 及び別表 11-2 の定期除草箇所以外についても、発注者より提供を受けた過去

対応履歴を基に、計画的に除草、剪定等を行い、住民等要望に対応すること。 

 

5 作業記録写真 

受注者は、以下に示す項目について撮影すること。 

① 作業前、作業後及び人力又は機械の別による作業中の状況を同一方向で撮影する。 

② 交通誘導員を配置した場合、その作業状況、配置状況がわかるよう撮影する。 
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6 損害賠償及び補償 

① 受注者は、下水道施設、水路施設等に損害を与えたときは、発注者に報告し、その指示を受ける

とともに、速やかに原形に復旧する。 

② 受注者は、作業にあたり、注意義務を怠ったことにより第三者に損害を与えたときは、その復旧

及び賠償の全責任を負う。 

 

7 安全管理 

① 受注者は、公衆災害、労働災害及び物件損害等の未然防止につとめ、「労働安全衛生法」、「建設工

事公衆災害防止対策要綱」等の定めるところにしたがい、その防止に必要な措置を十分に講じな

ければならない。 

② 道路での作業を行うにあたっては、受注者の責任において道路交通法 77 条の許可申請を行い、

所轄警察署⾧の許可を得ること。 

③ 作業中は、作業現場周辺の居住者及び通行人の安全ならびに交通等の円滑な処理につとめ、現場

の保安対策を十分講ずる。また草刈作業中は飛散防止措置に努めること。 

④ 作業現場には、案内板等標識を設け、通行人及び車輌交通等の安全の確保に努めること。 
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別表 11-1 下水道敷等定期除草箇所及び面積（1 年あたり） 

番

号 
場 所 

機械 
除草工 

平坦密生 

機械 
除草工 

法面密生 

人力 
除草工 

水路敷内 
小計 回/年 合計 

1 藤白台下水道敷北消防前 316   316 2 632 

2 古江台下水道敷① 1,246   1,246 2 2,492 

3 古江台下水道敷② 500   500 2 1,000 

4 高野台下水道敷① 126   126 2 252 

5 高野台下水道敷②  1,872  1,872 2 3,744 

6 高野台下水道敷③  1,827  1,827 2 3,654 

7 高野台下水道敷④  310  310 2 620 

8 山田西 4 丁目下水道敷  1,126  1,126 2 2,252 

9 五月が丘北 4 番下水道敷 186   186 2 372 

10 五月が丘東 12 番下水道敷  312  312 2 624 

11 江坂町 4 丁目下水道敷 48   48 2 96 

12 佐井寺 3 丁目下水道敷一部 133   133 2 266 

13 新芦屋上下水道敷①  389  389 2 778 

14 新芦屋上下水道敷②  1,976  1,976 2 3,952 

15 桃山台下水道敷①  389  389 2 778 

16 佐竹台下水道敷  667  667 2 1,334 

17 青山台下水道敷①  1,055  1,055 2 2,110 

18 青山台下水道敷②  700  700 2 1,400 

19 藤白台 1 丁目下水道敷  900  900 2 1,800 

20 藤白台下水道敷①  914  914 2 1,828 

21 藤白台下水道敷②  3,123  3,123 2 6,246 

22 古江台下水道敷③  1,164  1,164 2 2,328 

23 津雲台下水道敷  1,181  1,181 2 2,362 

24 新芦屋上 17 番下水道敷  100 62 162 1 162 

25 千里山竹園 1-30 下水道敷   70 70 1 70 

26 桃山台下水道敷②   291 291 1 291 

小計(1 回当たり) 2,555 18,276 423 21,254 － － 

合計（1 年） 41,985 

（単位㎡） 
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別表 11-2 水路敷等定期除草箇所及び面積（1 年あたり） 

番

号 
場 所 

機械 
除草工 

平坦密生 

人力 
除草工 
街路 

植樹帯 

小計 回/年 合計 

1 江坂町 2 丁目水路敷（宝水路）  167 167 1 167 

2 岸部中 2 丁目水路敷（岸部中水路）  270 270 1 270 

3 清和園町水路敷（清和園水路）  335 335 1 335 

4 桃山台 5 丁目水路敷（水田西側水路敷） 115  115 1 115 

5 山田東 1 丁目 28（田中水路上流）  327 327 1 327 

6 山田西 1 丁目 21（雨水調整池） 219   1 219 

小 計（1 回当たり） 334 1,098 1,432 － － 

合計（1 年） 1,432 

（単位㎡） 

 

別表 11-3 住民等要望による主な対応実績（H30～R4 の 5 年平均） 

番

号 
工種 種別 細別 単位 

実績数量 

計 下水道 
関係 

水路 
関係 

1 剪定 低木 樹高 60cm 未満 ㎡ 36 0 36 

2 剪定 中木 
樹高 60cm 以上

300cm 未満 
㎡ 626 2 628 

3 除草 集草処分 人力 ㎡ 66 676 742 

4 樹木・支障枝撤去 
（伐採）切

断 

目通周・枝周 

20cm 未満 
本 99 253 352 

5 樹木・支障枝撤去 
（伐採）切

断 

目通周・枝周 20cm

以上 30cm 未満 
本 9 56 65 

6 樹木・支障枝撤去 
（伐採）切

断 

目通周・枝周 30cm

以上 60cm 未満 
本 19 49 68 

7 剪定 
（街路樹）寄

植（中木） 

樹高 60cm 以上

300cm 未満 
㎡ 139 0 139 

8 除草 
街路樹桝 

街路植樹帯 
機械 肩掛式 ㎡ 942 1,086 2,028 

9 除草 
水路敷内 

人力除草 
密生 ㎡ 387 553 940 

10 交通誘導員   人/日 5 4 9 

11 高所作業車  床上高 12ｍ級 台 2 1 3 
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【別紙12】 業務移行期間の実施方法等 
業務移行期間における具体的な内容・実施方法等は、以下に示すとおりとする。なお、移行期間にお

いて、受注者が実施する内容・方法などに不備若しくは未完成の部分が生じた場合でも、これを以て、

この契約上で受注者が負うべき責任を免れることはできない。 

 

1 実施計画 

1.1 引継ぎ方法 

① 移行期間における引継ぎは受注者の負担により発注者及び次期受注者に実施するものとす

る。 

② 受注者は事業着手前に、前期受注者若しくは発注者より本事業に係る引継ぎを受けるものと

する。 

 

1.2 実施計画 

① 受注者は履行期限 3 か月前までに、業務引継ぎに係る実施計画書を作成し、発注者に提出す

ること。 

② 発注者と受注者は、受注者が提出した実施計画書について 14 日以内に検討・協議し実施内

容を決定する。 

③ 実施計画書に変更があるときは、変更当事者が速やかに相手方に通知すること。 

 

2 実施内容 

2.1 本件施設の特性の把握 

① 台帳図及び現地確認等による本件施設の位置等の把握 

② 過去の異常内容や発生頻度、異常時の対応措置等の把握 

③ データベース等保管情報の運用方法についての把握 

④ その他発注者又は受注者が必要とする事項 

 

2.2 業務実施に関する書類等の作成方法 

① 運営期間における維持管理計画書の作成方法 

② 月間維持管理計画書の作成方法 

③ 業務報告に関する書式の作成方法 

④ 緊急時対応などに関するマニュアルの作成方法 

⑤ その他発注者又は受注者が必要とする事項 

 

3 その他 

移行期間の実施にあたって疑義ある場合は、発注者及び受注者は相互に協力し合い誠意を持ってこ

れを解決するものとする。また、移行期間以降についても受注者は、次の受注者が確認等したい事項

が生じた場合には、誠意を持って対応すること。 

 

 

 


